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平成３０年度当初予算編成方針について 

 

 

１ 財政状況 

  

国内の経済情勢は，雇用・所得環境が改善し，全国で経済の好循環が着実に回

り始めており，海外経済の不確実性などに留意する必要はあるものの，緩やかな

回復が続くことが期待されている。 

そのような中，本年６月に策定された「経済財政運営と改革の基本方針 

２０１７」では，少子高齢化という構造的な問題を克服するため，一億総活躍社

会の実現に向け，「６００兆円経済の実現」，「希望出生率１．８」，「介護離職ゼ

ロ」の「新・三本の矢」を引き続き一体的に進め，経済の好循環を一時的なもの

に終わらせることなく，経済が成長し，それが国民に広く享受されるよう，「成

長と分配の好循環」を創り上げるとしている。 

本市の財政状況は，平成２８年度一般会計決算において，市税収入が，雇用・

所得環境の改善などにより，３年連続で９００億円台を確保するとともに，市債

残高の減少や財政調整的基金の残高目標の確保など，財政運営の健全性や長期安

定性を示す指標は良好な状態を維持している。 

このような中，本年７月に策定した「平成２９年度中期財政計画」（平成３０

年度～３４年度）では，今後の５年間について，高齢化の進行などに伴う社会保

障関係経費の増加や未来につながる複数の大型建設事業の実施に伴う投資的経費

の増加を見込んだところであるが，今後の人口減少など，社会経済環境が変化す

る中にあっても，本市が将来にわたって成長力を確保していくためには，施策・

事業の「選択と集中」やより一層の「財源の確保」，中長期を見据えた行財政改

革の徹底を図り，持続可能な財政運営を実現していくことが必要となっている。 

平成２９年９月２８日
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２ 基本方針 

 

平成３０年度予算は，現在，策定を進めている「第６次宇都宮市総合計画」の

初年度の予算となることから，同計画の着実な実現を図るとともに，「中期財政

計画」を踏まえた持続可能な財政構造の確立に向け，以下により編成するものと

する。 

 

（１）施策・事業の優先化・重点化 

・ 国においては，地方創生の新たな展開により，地方の生産性向上による将来

にわたる成長力の確保や東京一極集中の是正，若い世代の就労・結婚・子育て

の希望実現に向けて取り組むとしている。 

・ 本市についても，「未来都市うつのみや」を実現するため，「第６次宇都宮市

総合計画策定大綱」において，人口減少，少子化，超高齢化の進行や経済環境

の変化への対応，「ネットワーク型コンパクトシティ」の形成による成長力の

確保のほか，ＩＣＴの進化や安全・安心なまちづくりなどの時代潮流の変化に

的確に対応していくとしている。 

・ このことから，①あらゆる分野における「人づくり」，②「子育て・健康づ

くり」，③「安全・安心な地域づくり」，④「魅力ある地域づくり・経済の活性

化」，⑤「ネットワーク型コンパクトシティの形成」の５つの視点を特に意識

し，施策・事業の優先化・重点化を図る。 

 

（２）財源確保の徹底 

・ 将来にわたり安定した財源を確保するためには，移住・定住人口の増加や多

様な産業の集積を着実に進めるなど，将来にわたって成長し，都市の活力を高

めながら税源の拡大を図るとともに，市有資産や補助制度を最大限活用する必

要がある。 

・ このため，市税や使用料などの自主財源については，収納対策の強化や，収

入の増加につながる利活用の促進に努める。また，国・県支出金などの依存財

源については，現行制度や新たな補助制度を十分に研究・活用し，交付額の増

加を図る。 

・ 市債と基金については，目標残高や将来の公債費負担に配慮しながら，効果

的に活用する。 

 

（３）行財政改革の徹底 

・ 持続可能な財政構造を確立するためには，歳出改革・効率化，歳入確保に継

続的に取り組む必要がある。 

・ このため，「第５次行政改革大綱」と，その具体的な取組を定めた「行革プ

ラン」における４つの柱である，①事務事業やその実施手法等の継続的な見直
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しを図る「事務事業の継続的改善」，②多様な担い手との協働や民間活力の活

用等を図る「市民活力の最大化」，③行政経営資源の最適化や内部努力の徹底

等を図る「行政経営基盤の強化」，④公共施設等の適正配置・適正管理等を図

る「公有財産の適正管理（マネジメント）の推進」に基づき，徹底した行財政

改革に取り組む。 

・ 特に，公共施設等については，平成２８年５月に策定した「宇都宮市公共施

設等総合管理計画」に基づき，長寿命化の推進や，更新時期に併せた再配置・

統合・複合化など，人口構造の変化等に対応したマネジメントに取り組む。 

 

 

３ 予算編成方法 

 

「未来都市うつのみや」の実現のために施策・事業の選択と集中を図る 

「ゼロベース積み上げ方式」 

 

今後の人口減少や高齢化のさらなる進行が見込まれる中にあっても，市民一

人ひとりが輝く，活力あふれる「未来都市うつのみや」を実現するためには，

未来に向けた投資を積極的に行い，成長力を確保していくとともに，歳出の効

率化や政策効果の高い施策・事業への財源配分が益々重要となる。 

このため，施策・事業の選択と集中を図れるよう，既存の施策・事業の見直

しや，直近の決算・執行実績に基づく金額の精査を，これまで以上に徹底し，

その上で，緊急性や重要性を見極め，真に必要な経費を積み上げる「ゼロベー

ス積み上げ方式」とする。 

 

 

４ 予算要求の考え方 

 

（１）総括的事項 

予算編成方法に基づき，全ての経費について抜本的な見直しを図った上で要

求すること。 

 

・ 新規・拡充事業を要求する場合は，既存事業のスクラップにより財源を捻

出するとともに，あらかじめ目標や実施期間などを明確に設定すること。 

・ 事業効果を見極めるため，事業開始後３～５年が経過する事業については，

現在の市民ニーズとの適合，所期の目的・目標の達成状況等を検証し，事業

継続の可否や再編・再構築の必要性を精査した上で，予算要求すること。 
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（２）歳入に関する事項 

ア 自主財源 

・ 市税，負担金，使用料・手数料など全ての徴収金については，ペイジー

収納及びコンビニ収納の推進，口座振替等による納期内納付の促進などに

より，新たな滞納者の発生防止や納付指導を強化し，徴収率の向上に努め

ること。 

・ 市有資産については，未利用の土地や施設などの売却や貸付を積極的に

推進するとともに，施設や印刷物等へ広告収入を導入するなど，創意工夫

しながら有効活用を図ること。 

 

イ その他の財源 

・ 国・県支出金については，国・県の政策意図や予算編成の動向を十分見

極め，積極的な導入を図るとともに，これまでの採択状況を踏まえ，適切

な額を要求すること。 

・ 市債については，普通交付税措置があるものを優先的に活用すること。 

 

（３）歳出に関する事項 

ア 政策的経費 

・ 政策的経費については，総合計画実施計画の事業費や中期財政計画の推

計額を踏まえること。 

・ 「東京オリンピック・パラリンピック」などのビッグ・イベントの開催

に向けた集中的なインフラ整備に伴い，人手不足や建設資材の高騰などが

懸念されることから，改めて事業の緊急性などを見極め，実施スケジュー

ルの見直しや事業の平準化に努めること。 

・ 各事業については，根拠データ等を精緻に検証して，その成果・効果等

を明確にするとともに，部局内における優先順位を設定し，要求すること。 

 

イ 義務的経費 

・ 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）については，中期財政計画にお

ける推計額を踏まえること。 

・ 人件費については，「平成３０年度 組織・定員の方針」を踏まえ，執

行体制の効率化を図り，経費の抑制に努めること。 

なお，非常勤嘱託員及び臨時職員の要求については，部局内において，

現状の人数・数量の範囲内を基本とし要求すること。 

・ 扶助費については，これまで実施してきた自立支援・疾病予防・健康づ

くり等の効果を踏まえ，今後の医療費や給付費等の伸びの抑制を見込むこ

と。また，国の制度等によらない本市独自の事業については，改めて目

的・手段，効果等を精査の上，要求すること。 
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ウ 上記以外の経費等 

・ 上記以外の経費については，市民サービスを維持しつつ，手法や方法を

工夫するなど，より一層効率化を図ること。 

なお，経常的な経費については，経費の性質に応じ，過去の決算や執行

実績に基づき，要求限度額を設定するので，その範囲内で要求すること。 

・ 補助金等については，「補助金等の見直し」の結果を適切に反映するこ

と。 

・ 特別会計への繰出金については，中期財政計画における推計額と整合を

図るとともに，一層の経費の抑制に努めること。 

 

（４）その他 

ア 国・県の動向等について 

・ 国の各省庁や県が示す平成３０年度予算の概算要求等の内容などを注視

し，情報収集に努め，適切かつ迅速な対応を図ること。 

・ 国が，地方行政サービスの地域差の「見える化」を通じた地方行財政の

構造改革の推進，先進・優良事例の全国展開などにより，国庫支出金の効

率的配分を図るとしていること，先進的な自治体の経費水準を地方交付税

の算定に反映する「トップランナー方式」を拡大するとしていることを踏

まえ，より一層業務の効率化に努めること。 

・ また，ＰＰＰ／ＰＦＩの導入が積極的に推進されていることを踏まえ，

本市においても，効果的・効率的な行政サービスの提供のほか，新たな事

業機会の創出や民間投資の喚起などに資する「官民連携」による事業手法

の導入を積極的に検討すること。 

 

イ 公営企業会計について 

公営企業会計で実施している各事業については，企業的性格を十分に活

かした収入の確保や経営のより一層の合理化を推進し，独立採算制の確保

に努めること。また，予算の計上にあたっては，中期財政計画における推

計額を踏まえること。 

 

ウ 出資法人等について 

出資法人等については，各団体が設立目的を効果的に達成できるよう，

市の「出資法人等改革推進計画」や各団体の「中期経営計画」に基づき，

団体運営の効率化，経営基盤の強化に向けた経営改革を，より一層推進す

るとともに，本市の予算編成方針を踏まえ，ゼロベースの視点に立ち，収

入の確保，経費の縮減について引き続き指導すること。 



　(1)　歳　入 単位：百万円

市 税 93,694 92,576 ▲ 1,118

地 方 交 付 税 2,960 3,468 508

地 方 消 費 税 交 付 金 9,372 9,653 281

国 ・ 県 支 出 金 47,870 52,200 4,330

繰 入 金 4,590 5,840 1,250

市 債 11,922 17,141 5,219

そ の 他 31,092 30,604 ▲ 488

合   　計 201,500 211,482 9,982

うち，一般財源 115,208 115,577 369

　(2)　歳　出 単位：百万円

1. 消 費 的 経 費 2,596

　義務的経費 730

 　　(1)人件費 559

 　　(2)扶助費 496

 　　(3)公債費 ▲ 325

　その他の消費的経費 1,866

　　うち，物件費 ▲ 255

　　うち，補助費等 619

　　うち，繰出金 627

2. 投 資 的 経 費 7,386

合　　計 9,982

財政指標の推移（普通会計） 単位：百万円

増減額

普 通 会 計 市 債 残 高 3,281

財 政 調 整 基 金 残 高 ▲ 1,971

公 共 施 設 等 整 備 基 金 残 高 ▲ 2,298

予 算 額 推 計 額

「平成29年度当初予算」と「中期財政計画における平成30年度予算推計額」の比較

区　　   分
平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

増減額

増減額
予 算 額 推 計 額

区　　   分
平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

30,579 31,138

53,613 54,109

173,886 176,482

98,162 98,892

24,162 23,907

14,485 15,104

13,970 13,645

75,724 77,590

平 成 29 年 度 末 平 成 30 年 度 末

201,500 211,482

13,758 14,385

27,614 35,000

118,745 122,026

14,059 12,088

5,418 3,120
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